
 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイデン大統領は国内の中間層向けの競争力政策を重視するとともに、バイアメリカンなどのアメリ

カ・ファーストの経済政策を推し進めるものと見られる。このため、中国への追加関税やファーウエイな

どへの輸出規制は維持されると見込まれる。したがって、日本企業は米国の輸出管理法や対米投資

規制の動きに加えて、中国の輸出管理法への対応を図らなければならない。本オンラインセミナーは、

米中対立や米国の TPP 復帰などの貿易協定の動きに焦点を当て、その内容とインパクトを取り上げ、

日本企業への指針となる情報を提供します。 

 
 

  

日  時 ： ２０２１年３月１６日（火）１５：００～１７：００（受付開始１４：５０～） 

ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ 
招 待 者  

： 一般財団法人 国際貿易投資研究所 (ITI) 
（〒104-0045 東京都中央区築地1丁目 4番 5号 第 37 興和ビル 3階） 

定  員 ： ２０名（申込受付順） 

内  容 ： 「米中対立と企業の通商戦略・対応」  

株式会社旭リサーチセンター 主席研究員 田中雄作 
   

「米国は TPP 復帰や日米貿易協定でどれだけメリットを得るのか」   

国際貿易投資研究所（ITI） 研究主幹 高橋俊樹 

参 加 費 ： 無料 

お 申 込 ： メールにて①御所属名・②御芳名をITI 事務局までお知らせください。 

受付後に URL/ID/パスコードをお送りいたします。<jimukyoku@iti.or.jp>  
 
※ 定員に達した場合は〆切前に受付を終了する場合がございます。 

主  催 ： 一般財団法人 国際貿易投資研究所 (ITI) 

お問合先 ： 一般財団法人 国際貿易投資研究所 (ITI) 高橋・宮本 
TEL：03-5148-2601  FAX：03-5148-2677 
Mail:  jimukyoku@iti.or.jp 

 

 

国際貿易投資研究所(ITI)オンラインセミナー 

「米中対立と企業の通商戦略・対応」 

※ 本セミナーお申込みに伴うお客様情報は、本セミナーの主催団体において適切に管理し、主催団体の事業活動の 

評価及び業務改善、事業フォローアップの目的のために利用します。 


